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はじめに 

  

健康増進法の一部を改正する法律が施行

されて受動喫煙対策が進み、学校などの公

共施設と行政機関は、原則敷地内および屋

内は完全禁煙となり、さらに、飲食店、職

場、鉄道、ホテルのロビーなどでも屋内は

原則禁止とされ、違反者には罰則が適用さ

れるようになった。このような喫煙環境の

変化に伴い、世界に先駆けて 2014年に日

本で加熱式たばこ（Tobacco Heated 

Product：THP）が発売され、その後ベイパ

ー製品と言われる電子たばこも発売され

た。紙巻きたばこの副流煙に含まれる成分

が健康被害を起こし、肺疾患のみならず心

臓疾患や悪性腫瘍などの発症に密接に関与

することが知られているが、THPや電子た

ばこは副流煙が発生せず、健康に悪影響を

与えない可能性があると認識されている。

現在、喫煙者の約 3割がこれらの製品を使

用している。 

一方、禁煙外来などでの指導にも関わら

ず禁煙に成功する喫煙者がそれほど増えな

いこと、また、ただ禁止して罰則を適応す

るだけでは禁煙の効果が上がらないことか

ら、いわゆるヘロインなどの禁止薬物に対

するハーム・リダクションという考え方が

喫煙対策に取り入れられるようになった。 

本稿では、たばこに対するハーム・リダ

クションによるたばこ会社、国および自治

体における取り組み、現時点での評価と今

後の進展について述べる。 

 

1 ハ―ム・リダクション 

 

（1）定義と歴史 

 

1912年オランダのハーグで薬物使用禁止

に 関 す る 第 1 回 の 国 際 会 議 （ The 

International Opium Convention）が開催

されたが、世界的な薬物禁止システムの形

成には至らず、薬物を禁止するため法律で

罰を与えてその使用を減らそうとする試み

は、逆に需要も供給も増加するという結果

となった。1971年アメリカが薬物戦争に突

入し、薬物犯罪者を徹底的に取り締まった

が、逆にこの規制により犯罪組織が莫大な

利益を挙げるようになった。さらに 1980年

代に HIV 感染の流行が生じ、薬物の静脈注

射の回し打ちにより感染が拡大し、後天性

免疫不全症候群（AIDS）の発症とヘロインな

どの薬物の乱用による健康被害が増加した

ことを受け、対策として害を及ぼす行為を

阻止または禁止するのではなく、その行為

によってもたらされる害を低減する、つま

りハ―ム〈害〉をリダクション（低減する）

という考えが導入された（日本では危害削

減あるいは二次被害低減と言われている

１））。つまり、これまで重視してきた取り締

まりよりも、薬物使用による健康被害「ハー

ム」を減らすことを掲げ、国民の命と生活を

守ろうというものである。 

 

（2）取り組み状況 

 

トロント市（カナダ）の公衆衛生局が運営

する「ザ・ワークス」では「注射室」と呼ば

れる施設があり、当事者が薬物を使用でき

る場所となっており、すべて清潔で消毒済

みの止血帯、蒸留水、アルコール綿、クッカ

ー（薬物を温めて溶かす器具）、注射器が用

意されている。薬物法の例外条項によって、
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この部屋で薬物を使用している場合、警察

は逮捕することができない。さらに、専門の

トレーニングを受けた看護師などが見守り、

利用者が危険な状態に陥ったら、すぐに対

応することが可能で、これまで 7万 8000件

を超える利用があったことが報告されてい

る。 

現在ハーム・リダクションを導入してい

る国や地域は世界 80以上であり、薬物使用

者が顕著に減少するといった成果が報告さ

れている。例えばスイスではヘロイン使用

者が 1996 年の 18,000 人から 2005 年には

6,000人まで減少、ポルトガルでは若者の違

法薬物経験率がハーム・リダクションの試

みにより 2001 年 14.1％から 2011 年には

10.6％まで低下している。 

「ダメ、ダメ、ゼッタイ」という厳罰主義

の従来の考えとは全く異なるこれらの方法

によって、路上での注射や廃棄物の減少、依

存症治療のための病院への受診者の増加お

よび薬物使用者の減少など、ハ―ム・リダク

ションによる効果が示されている 2）（図 1）。 

このハ―ム・リフダクションという考え

は、ヘロインなどの薬物のみならず、アルコ

ール依存症の治療や、家庭内暴力対策、リプ

ロダクティブ・ヘルス、喫煙などにも拡大す

るようになってきている 3）、4）。世界では 91

か国がハ―ム・リダクションにもとづく政

策を採用しているのに対して、日本は数少

ないハ―ム・リダクションに抵抗する国の

一つとされており、注射針交換プログラム

などは逆に薬物乱用を増やすのではないか、

取り締まりが出来なくなったための寛容政

策ではないかという従来の古い考えがなさ

れているのが現状である。 

2019年に日本のハ―ム・リダクションを

考えるというシンポジウムが開催され、薬

物使用の抑制には抑えるばかりではなく、

危害を減らすこと、薬物使用者が社会から

疎まれ、治療の機会を失うことがないよう

にするために、ハ―ム・リダクションという

考え方が必要であるという認識が共有され、

喫煙に対してもこの考え方が適応されるよ

うになった。 

 

2 喫煙とハ―ム・リダクション 

 

（1）たばこ会社による取り組み 

 

 たばこが燃焼して生じる有害性成分が、

がんや心血管疾患および慢性閉塞性肺疾患

などの増悪・危険因子であり、年間約 600万

人がそのために死亡していることが疫学的

に証明されている５）。この事実は、これらの

種々の疾患を生じないようにするためには

たばこ製品を使用しないことであり、使用

中ならば使用を止めるのが最も良い方法で

ある。しかし、喫煙者はその事実をある程度

わかっているのに、なかなか喫煙をやめら

れず、何度か禁煙に挑戦しても失敗に終わ

ることが多く見受けられる。このように単

に禁煙を勧めるだけでは効果が得られない。

2016年から紙巻たばこに代わる製品として

有害性成分が減量された THP は煙を発生さ

せず、特有なたばこの匂いもしないことか

ら、特に日本で紙巻タバコから THP に切り

替える喫煙者が増加してきている。しかし、

THPはニコチンを含んでおり、いわゆるニコ

チン中毒になる可能性があるにも関わらず、

健康に害を及ぼさず安全であるという認識

が一般的になりつつある。FDAがたばこ会社

P社に対して、紙巻たばこの 93 種の有害物
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質の健康に与える影響に関するデータを提

出するように要請したが、半分の 40種類し

かデータを出しておらず、しかもその 40種

類のうちの 9 種類が著明に減少した（約

90％以上）ことのみの報告になっている。 

 

ⅰ JT（日本たばこ産業）のハーム・リダ

クションに対する取り組み 

  

  たばこの使用に関連する健康上のリスク

を低減する可能性と、喫煙者に受け入れら

れるユーザーエクスペリエンスを提供する

能力の両方の要件を満たすことを目指すた

めに、6つのアプローチを実施している。つ

まり、製品設計、エアロゾル化学、毒性評価、

臨床試験、消費者の認識と行動および長期

影響評価である。具体的には、消費者のニー

ズや要望、市場の特性などに合わせた製品

の生産、リスク低減製品（Reduced-Risk 

Products : RRP）に含まれる有害または有

害な可能性のある成分（ Harmful or 

Potentially Harmful Constituents: HPHC）

の最大限の精度による測定、HPHCの低減が

毒性の低減になっているかどうかの評価、

ヒトに対する影響の調査、製品に対する認

識と使用状況の分析および製品の長期的な

健康影響のモニタリングを行っている。JT

のウェブ上では、これらの取り組みが示さ

れ、研究者の紹介や提出された論文などが

掲載されているが、具体的にハ―ム・リダク

ションの効果に対しては、まだ進行初期と

はいうものの明らかにされていない。 

 

ⅱ BTA（British American Tobacco）の

ハーム・リダクションへの取組 

 

BTAは成人喫煙者が健康リスク低減の可

能性を秘めた製品 potentially RRP 

(PRRP）、つまりベイパー製品（電子たば

こ）、THP、およびオーラル製品を利用でき

るようにすることに重点を置いている。な

ぜなら、ベイパー製品とTHPは、従来の紙

巻きたばこに比べて健康リスクが約95%低

減していると推定されているからである。

PRRPは全世界で合わせて28か国で販売され

ている。日本ではニコチンを含むベイパー

製品は販売されていないが、日本のたばこ

の消費状況は極めて急速に変化しており、

現在ではTHPは2018年初めに3.3%であった

が、最近ではたばこ市場全体の約22%を占

めるようになってきている。BATでは、

PRRPは本当に健康リスクが低いのか、ニコ

チンは有害か、禁煙の助けになるのか、お

よび未成年の喫煙者が促されるのかなどに

ついての第三者による科学的根拠の検討も

行っている。また、健康リスク低減の可能

性の評価として、ベイパー/エアロゾルに

はどのような物質がふくまれているか（発

生物質の低減）、製品から発生する物質に

暴露するとどうなるか（暴露の低減）、お

よび長期的にどのような健康リスクがある

のか（健康リスクの低減）などの命題に取

組むことにより信頼性の構築に努めてい

る。  

 

ⅲ PMJ（フィリップモーリス 日本）の取

り組み 

 

 日本ではリスク低減製品であるアイコス

○R を世界に先駆けて2014年に販売したたば

こ会社である。2016年に親会社であるPMI

（Phillip Morris International）は新し
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い目標を掲げた。それは紙巻きたばこの喫

煙よりも害の少ない煙の出ない製品の開発

と化学的実証、責任ある市販化に資源を集

中的に投入し、出来るだけ早く紙巻きたば

こをそのような製品に完全に置換えること

によって煙のない社会を実現するというも

のである。それを検証するために、PMJに

おける事業変革の指標を導入し毎年公表し

ている（表1）。これによれば、研究開発費

に占める煙の出ない製品の割合は2015年の

70%から99%に、販売促進費に占める煙の出

ない製品の割合は2015年の8％から20⒛年

では76%まで増加しており、また、煙の出

ない製品の出荷量割合は0.1％から10％ま

で増加していることが示された。しかし、

一方ではOECD加盟国以外でPMIの煙の出な

い製品を購入できる市場の割合は未だに

56％とそれほど増加していない。。 

 

（2）国、自治体のハ―ム・リダクションへ

の取り組み 

 

受動喫煙防止強化のための健康増進法改

正厚生労働省案の基本的な考え方が発表さ

れたが、調整がつかず改正案の上程は見送

られた。一方、東京都は「東京都受動喫煙防

止条例（仮称）の基本的な考え方」を公表し

たが、小池東京都知事は、国の法案との調整

の必要があるとして、東京都議会への条例

案の提出を見送った。厚労省は改正案を作

り直し、自民党の厚生労働部会の了承を得

て 2018 年 3 月に閣議決定した。その概要

は、学校、病院、児童福祉施設等に加えて、

国の官公庁を含めた行政機関が敷地内禁煙

とすることになったが、それ以外の商業施

設などについて十分とは言えない。 

一方、2021年 3月に受動喫煙防止条例施

行下でのタバコ対策の進め方 ～ハーム・リ

ダクションについての考え方も含めて～と

いう答申が東京都医師会タバコ対策委員会

から出され、この答申では喫煙に安易なハ

ーム・リダクション導入は不適切であるこ

とが提示された。その理由として、①ニコチ

ン依存症、禁煙には確立された治療法が存

在することから、喫煙にハーム・リダクショ

ンの概念を導入すること自体が誤りである、

②新型タバコがハーム・リダクションにな

るか否かの結論は出ていないし、これまで

のデータからは、有害性は軽減されない可

能性が高いこと、③電子タバコ（新型タバ

コ）では多くの死亡者が発生したため、添加

物により新たな障害が生じる危険があるこ

とが挙げられている。つまり新型タバコは、

ニコチンを脳に運ぶための電子デバイスで

あり、ENDS（electronic nicotine delivery 

system）と呼ばれている 7)こと、また、新型

タバコにはニコチンを気化させ安定したニ

コチン供給を可能にすること、さらに口当

たりをよくするなどの目的から様々な化学

物質が添加されているため 8)、新たな障害

が発生する危険を秘めていること、さらに

実際に電子タバコによる急性肺障害

（ EVALI ： e-cigarette and vaping 

associated lung injury） により、多数の

死亡者が出ており 9)、決して安全なタバコ

ではないことが明らかなためである。それ

ゆえ、日本ではハ―ム・リダクションという

概念で喫煙を考えることについては、まだ

コンセンサスが得られていない状況であり、

今後の議論が必要かと思われる。 

（3）たばこトランスフォーメーション・
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インデックス 

 

 2020年 9月に立ち上げられたたばこト

ランスフォーメーション・インデックスは、

ハ―ム・リダクションに関する企業の取り

組みと行動を客観的に評価し、それにより

企業に影響を及ぼすとともに、説明責任を

果たさせることを目指している。このイン

デックスは、たばこ会社での次に述べる 4

項目の活動について評価している。①高リ

スクたばこ製品の廃止、②現喫煙者に対し

て高リスクたばこ製品の使用を停止するよ

うに後押しするための低リスク代替製品の

開発と責任ある提供、③特に若年層の非喫

煙者や高リスク製品の非喫煙者の代替品へ

のアクセスをこれらの非喫煙者への代替品

のマーケティングの廃止、および④規制ガ

イドラインの範囲内で、全営業対象市場に

おけるハ―ム・リダクション活動の一貫性

の確保である。2020年インデックス概要に

よると、対象となった 15社では、2017年か

ら 2019 年の調査対象期間での紙巻たばこ

販売量は、世界全体で 4.9 兆本から 4.8 兆

本へとわずかに減ったに過ぎない（表 2）。

また、2019年におけるリスク低減製品の世

界シェアは、これら 15 社の売上高全体で

3％、販売高で 2％と低値であったため、こ

の減少率では高リスク製品の販売は今後数

十年続くとインデックスは報告している。

また、対象となった 15 社のうちの６社は、

たばこ関連死と関連疾患に関わる課題に取

り組んだが、売り上げをリスク低減製品に

転換できず、2019年での総売上高に占める

リスク低減製品の割合を 1 桁以上にできた

企業は 2 社のみであった。つまり多くのた

ばこ企業は、高リスク製品のマーケティン

グに依然として多額の投資を行っていると

いう結果であった。15社のうち９社は、た

ばこ関連死と関連疾患に関わる課題に取り

組む役割を認めておらず、ハーム・リダクシ

ョンへの明確な約束を行っていない。さら

にランキング上位 6 社はすべて上場多国籍

企業であるため、さまざまな規制を受ける

ほか、業界の競争や消費者の好みに影響を

及ぼす要因にさらされているが、それに対

して非上場企業は事業の展開に関する外部

からの圧力に対応する義務がなく、ハーム・

リダクションへの対応が不十分と言わざる

を得ないのが実情である。リスク低減製品

を提供している企業は、ほぼ喫煙率が全般

的に低い紙巻きたばこの販売が減少傾向に

ある限られた高中所得国である一方、リス

ク低減製品が販売されている低中所得国は

3か国にすぎない。つまり、たばこ会社はリ

スク低減製品の取り組みの大半を高所得国

に集中させているのである。ハーム・リダク

ションが効果的に実行され、かつ、客観的に

評価されるためには、関連する方針や戦略

のみならず、公共政策に対する姿勢を開示

する透明性が必要であることが明らかにさ

れた。 

2022年 3月にたばこトランスフォーメー

ション・インデックスの Regional Company 

Performance, Asia Pacific版が発行され

た 10)。これは日本を含むアジアとオースト

ラリアの 13か国でのハーム・リダクション

の進展具合を国別とたばこ会社別に示した

ものである。ここでは各国におけるタバコ

会社別のリスク低減製品の販売に関するこ

とや製品にかかる税金および可処分所得な

どの比較がなされており、低リスク製品す

べてが販売許可されていない国がバングラ
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ディシュをはじめ 7 か国であり、たばこ税

率が 7％から 45％と幅広い違いが示された。

さらに、各たばこ会社におけるハーム・リダ

クションへの貢献の度合いを国レベルで比

較するために Net effectアプローチという

方法を用いて検討した（図 2）。この方法は

ステップ１としてとして、低リスク製品

（RRP）の 2020 年の販売量のシェア、ステ

ップ２として 2015 年から 2020 年の 5 年間

での RRP 販売量のシェアの変化、ステップ

3として高リスク製品（HRP）の 2020年での

販売量のシェア、およびステップ４として

2015 年から 2020 年の 5 年間の HRP の販売

量の変化について各々スコアリングし、合

計点数を Net Effect とした。この Net 

Score はその会社が HRP から RRP への移行

にどのくらい貢献したかを示している（ス

コア０は、たばこ会社がハーム・リダクショ

ンに全く貢献していないことを示し、スコ

ア５はハーム・リダクションの進展に最も

貢献した場合に付与される）。 

例えば、BAT はインドネシアで、JT はタイ

で、PMIは日本、韓国およびオーストラリア

で最も Net effectが高かった。 

つまりこれらの会社では、ハーム・リダク

ションの進展に貢献したと判定されるが、

これらのたばこ会社を含めて、すべての会

社で HRP がいまだに販売され続けているこ

とも明らかである。 

 

（4）今後のたばこに対するハ―ム・リダク

ションの展望 

 

 これまで述べたように、タバコに対する

ハ―ム・リダクションによる取り組みは始

まったばかりである。従来の紙巻たばこの

喫煙者および非喫煙者に与える良くない影

響が、加熱式たばこや電子たばこの登場に

よってより一層明らかとなった。また、たば

こ会社がこれらの製品を安全であると謳い、

十分にその健康に与える影響が解明されて

いない状況で販売していることは由々しき

状況である。紙巻タバコの販売量が、加熱式

タバコと電子たばこの販売された 2014 年

以降減少傾向にあるとは言え 11)、まだ紙巻

たばこの販売がなされていることは本気で

ハ―ム・リダクションに取り組む意欲があ

るかどうか疑わしい（図 3）。 

  

3 まとめ 

  

 ハ―ム・リダクションという従来の考え

方とは異なるもののとらえ方は、何か良い

結果が出せるような期待を持たせてくれる

印象があり、喫煙による害を避けるための

いろいろな取り組みを打開するツールにな

る可能性はあると考えられる。しかし、たば

こ産業に関与している人の間ではこのよう

な考え方が浸透し始めていると思われるも

のの、日本での認知度はまだまだ低いのが

実情であろう。さらに、紙巻タバコの生産が

継続して行われて市場に出回っている現実

は、これらのたばことともに電子たばこや

加熱式たばこの生産が並行して行われてい

ることに対する違和感はぬぐえない。今後

の日本および外国のたばこ会社および自治

体でのハ―ム・リダクションに対する取り

組みについて慎重に見ていく必要があると

思われる。 
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図１ 安全注射施設を訪れた注射薬使用者の 1日の平均数、公共の場所で注射する薬物使用

者数、公共に捨てられる注射器数および注射に関連したごみの数（施設開設前 6か月と

解説後 12週で比較）2） 
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表１ PMIの事業変革の指標（抜粋）６） 

 2015  2016   2017  2018  2019   2020 

研究開発費に占める煙の出ない製品の割合 70％  72％  74％   92％  98％   99％ 

販売促進費に占める煙の出ない製品の割合 8％  15％   39％   60％  71％   76％ 

連結売上に占める煙の出ない製品の割合 0.2％ 2.7％ 12.7％ 13.8％ 18.7％ 23.8％ 

煙の出ない製品の出荷量割合 

（単位 10億本／ユニット） 

0.1％  0.9％ 4.4％  5.1％ 7.4％  10.4％ 

喫煙を止めて ICOS に切替えた 

推計ユーザー数（単位：100 万人） 

N/A  1.5     4.7    6.6    9.7   12.2 

OECD加盟国以外で PMI の煙の出ない 

製品を購入できる市場の割合 

N/A  32％  43％    47％    4％   52％ 

煙の出ない製品下売上収益が売上収益全体

の 50%を超えている市場の数 

N/A  0    1      3      4      6 

Phillip Morris Japan サステナビリティレポート 2020から引用、一部改変。 

PMI (Phillip Morris International) 

 

表 2 インデックス対象の 15社 

 会社名  国 

上場企業 Swedish Match AB スウェーデン 

Philip Morris International Inc アメリカ 

British American Tobacco PIc 英国 

Altria Group Inc アメリカ 

Imperial Brands PIc 英国 

日本たばこ産業 日本 

KT＆G Corp 韓国 

ITC Ltd インド 

非上場企業 Swisher International Group Inc アメリカ 

Gudang Garam Tbk PT インドネシア 

Djarum PT インドネシア 

国営企業 Tobacco Authority of Thailand タイ 

Vietnam National Tobacco Corp ベトナム 

Eastern Co SAE エジプト 

China National Tobacco Corp 中国 

 

八戸学院大学紀要 第65号

－ 46 －



 

 

図 2．Net Effect アプローチ（TOBACCO TRANSFORMATION INDEX Regional Company 

Performance Asia Pacific、March 2022から引用、一部改変） 

RRP: Reduced risk product   HRP: High-risk product 

 

図 3 Sales of cigarettes, IQOS, and other HTPs (billion sticks)11) 

    

HTP 合計 

他の HTP 

IQOS 
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